
第14期
定時株主総会
招 集 ご 通 知

証券コード:2998

開催日時

開催場所

お知らせ

2025年6月25日(水) 午前10時

東京都千代田区内幸町1-3-1 幸ビルディング15階
TKP新橋カンファレンスセンター ホール15Ｃ

お土産のご用意はありません。また、株主総会終了後のイベント等も予定しておりません。
あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。
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証券コード 2998
2025年６月９日

（電子提供措置の開始日2025年6月3日）
株主各位

東京都港区新橋二丁目12番11号
クリアル株式会社

代表取締役社長 横田 大造

第14期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第14期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://corp.creal.jp/ir/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/PR 情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日のご出席に代えて、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年6月24日（火曜日）午後６時
30分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
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〔郵送による議決権の行使〕
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着する

ようご返送ください。

〔インターネットによる議決権の行使〕
電子提供措置事項に記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照のうえ、上

記の行使期限までにインターネットにより議決権を行使ください。

敬具
記

１. 日 時 2025年６月25日（水曜日） 午前10時
２. 場 所 東京都千代田区内幸町1-3-1 幸ビルディング15階

TKP新橋カンファレンスセンター ホール15Ｃ
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第14期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告の内
容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第14期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類の内容
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役8名選任の件
第２号議案 監査役3名選任の件
第３号議案 取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての報酬額及び内容決定

の件
以上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ

ていただきます。
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議決権行使のご案内

書面（郵送）で
議決権を行使する方法

インターネットで
議決権を行使する方法

2025年６月24日（火曜日） 2025年６月24日（火曜日）
午後６時30分到着分まで 午後６時30分入力完了分まで

株主総会に
ご出席する方法

2025年６月25日（水曜日）
午前10時

同封の議決権行使書用紙に議案の賛否を
ご表示のうえ、ご返送ください。

電子提供措置事項に掲載の案内に従って、
議案の賛否をご入力ください。

当日ご出席の際は、お手数ながら、同封
の議決権行使書用紙を会場受付へご提出
ください。

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願
い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

行使期限 行使期限 株主総会開催日時
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（1）行使期限は2025年６月24日（火曜日）午後６時30分までとなっており、同時刻までに
入力を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

（2）議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただきます。

（3）書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネット
によるものを有効とします。複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とし
ます。

（4）パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の株主総会のみ有効です。
次回の株主総会時は新たに発行いたします。

(5) インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。
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インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

（受付時間　年末年始を除く午前９時～午後９時）
0120-768-524

インターネットによる議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議
決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイトhttps://soukai.mizuho-tb.co.jp/

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」をクリック

「議決権行使コード」
を入力

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「次へ」をクリック

「登録」をクリック

4 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

2 議決権行使書用紙に記載された
　 「議決権行使コード」をご入力ください。

3 議決権行使書用紙に記載された
　 「パスワード」をご入力ください。

1 議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

2 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
※ 「QRコード」 は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマート行使」の議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で
すがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に
記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力して
ログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ
トへ遷移できます。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 取締役８名選任の件
取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。改めまして、取締役８

名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式数

１

横
よ こ た
田 大造

だいぞう

（1976年４月９日生）

再任

2000年６月 アンダーセンコンサルティング株式会社（現
アクセンチュア株式会社）入社

2005年９月 オリックス株式会社入社
2007年12月 ラサールインベストメントマネージメント株式

会社（現 ラサール不動産投資顧問株式会社）
入社

2011年10月 株式会社新生銀行（現 株式会社SBI新生銀行）
入社

2014年４月 ジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式
会社（現 ケネディクス不動産投資顧問株式会
社）出向 投資運用部長

2017年４月 当社代表取締役社長（現任）
2017年５月 株式会社ブリッジ・シー・ホールディングス取

締役
2024年７月 クリアルホテルズ株式会社代表取締役社長（現

任）
2025年１月 臼木証券株式会社代表取締役会長（現任）

396,600株

（担当および重要な兼職の状況）
クリアルホテルズ株式会社代表取締役社長
臼木証券株式会社代表取締役会長
一般社団法人不動産クラウドファンディング協会代表理事

（取締役候補者とした理由）
当社代表取締役社長CEOとして、当社および当社グループの
企業戦略を構築・実践し企業価値向上を推進してまいりまし
た。当社の業務に精通した立場から、その豊富な経験と知見、
実践力は、当社グループの経営全般を牽引し企業価値の向上に
資するものと判断し、引き続き取締役として選任をお願いする
ものであります。
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式数

２

金
か ね こ
子 好宏

よしひろ

（1975年１月７日生）

再任

2000年10月 中央青山監査法人入所
2005年11月 PwCトランザクションサービス株式会社（現

PwCアドバイザリー合同会社）入社
2014年12月 金子公認会計士事務所代表
2016年９月 当社取締役
2017年３月 当社取締役副社長（現任）
2017年５月 株式会社ブリッジ・シー・ホールディングス取

締役
2017年10月 株式会社ブリッジ・シー・ホールディングス

代表取締役
2018年５月 株式会社オプティマスグループ取締役監査等委

員
2022年６月 クリアルパートナーズ株式会社取締役（現任）
2025年１月 臼木証券株式会社取締役（現任） 318,600株
（担当および重要な兼職の状況）
指名報酬委員会委員
クリアルパートナーズ株式会社取締役
臼木証券株式会社取締役
（取締役候補者とした理由）
当社取締役副社長CFOとして、コーポレート部門全般を管掌
するとともに、公認会計士としての専門性、M&A、内部統制
構築業務の知見を活かし、当社および当社グループにおけるガ
バナンス体制を構築、企業価値向上に向けた取り組みを実践し
てまいりました。その豊富な経験と知見、実践力は、当社グル
ープの経営全般を牽引し企業価値の向上に資するものと判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

３

太
お お た
田 智彬

ともあき

（1987年７月14日生）

再任

2011年５月 ユナイティア株式会社入社
2011年10月 株式会社アイ・エム・ジェイ（現アクセンチ

ュア株式会社）入社
2015年２月 株式会社リクルートテクノロジーズ（現株式

会社リクルート）入社
2018年７月 当社入社
2019年３月 当社取締役（現任）

87,000株（担当および重要な兼職の状況）
DX事業本部長
（取締役候補者とした理由）
当社取締役CTOとして、当社および当社グループのDX戦略を
構築・実践し企業価値向上を推進してまいりました。当社の業
務に精通した立場から、その豊富な経験と知見、実践力は、当
社グループの経営全般を牽引し企業価値の向上に資するものと
判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものでありま
す。
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式数

４

山
やまなか
中 雄介

ゆうすけ

（1983年６月11日生）

再任

2008年４月 パシフィックマネジメント株式会社入社
2009年３月 パシフィックコマーシャル株式会社転籍
2010年12月 ジャパン・リート・アドバイザーズ株式会社

転籍
2018年11月 当社入社
2020年６月 当社取締役（現任）

24,900株
（担当および重要な兼職の状況）
CREAL事業本部長

（取締役候補者とした理由）
当社取締役CIOとして、ファンド事業・アセットマネジメント
事業を統括し、当社および当社グループの企業戦略を構築・実
践し企業価値向上を推進してまいりました。当社の業務に精通
した立場から、その豊富な経験と知見、実践力は、当社グルー
プの経営全般を牽引し企業価値の向上に資するものと判断し、
引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

５

徳
とくやま
山 明成

あきなり

（1978年３月15日生）

再任

2001年４月 ゴールドマン・サックス証券会社 (現ゴールド
マン・サックス証券株式会社)入社

2005年３月 カーライル・ジャパン・エルエルシー入社
2011年５月 当社設立代表取締役
2012年６月 Developer Group Pte Ltd 設立

Director（現任）
2012年７月 当社取締役退任
2012年７月 BRIDGE-C HOLDINGS PTE.LTD.設立

Director（現任）
2019年７月 当社取締役会長（現任）

1,491,300
株（担当および重要な兼職の状況）

Developer Group Pte Ltd Director
BRIDGE-C HOLDINGS PTE.LTD. Director

（取締役候補者とした理由）
当社創業者として当社の業務に精通した立場から、その豊富な
経験と知見、ネットワークを使い、大所高所に立って、当社の
経営に対しての有用な指摘、意見を期待し、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。
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候補者
番号

氏名
（生年月日）
（就任期間）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式数

６

村
むらかみ
上 未来

み ら い

（社外取締役）

（1977年６月19日生）
（6年1か月）

再任

2000年10月 中央青山監査法人入所
2005年11月 PwCトランザクションサービス株式会社（現

PwCアドバイザリー合同会社）入社
2006年11月 UBS証券会社（現 UBS証券株式会社）入社
2009年11月 KPMGヘルスケアジャパン株式会社入社
2012年11月 株式会社ユーザベース入社
2019年４月 株式会社somebuddy代表取締役（現任）
2019年５月 当社取締役（現任）
2019年７月 INCLUSIVE株式会社監査役（現任）
2020年12月 株式会社ユーグレナ取締役監査等委員（現任）

9,000株（担当および重要な兼職の状況）
指名報酬委員会委員長
株式会社somebuddy代表取締役
INCLUSIVE株式会社監査役
株式会社ユーグレナ取締役監査等委員
（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
上場会社での最高財務責任者としての経験と、公認会計士と

しての高度な専門知識と豊富な経験を有していることから、当
社の経営に対しての有用な指摘、意見を期待し、引き続き社外
取締役として選任をお願いするものであります。

７

定
さだかた

形 哲
さとし

（社外取締役）

（1951年８月20日生）
（5年4か月）

再任

1974年４月 株式会社三菱銀行（現 株式会社三菱UFJ銀
行）入行

1996年５月 株式会社三菱銀行（現 株式会社三菱UFJ銀
行）市ヶ谷支店長

1999年12月 株式会社東京三菱証券（現 三菱UFJモルガ
ン・スタンレー証券株式会社）出向 取締役

2002年６月 株式会社東京三菱銀行（現 株式会社三菱UFJ
銀行）シンガポール支店長

2006年５月 株式会社電通国際情報サービス（現 株式会社
電通総研）執行役員

2020年２月 当社取締役（現任）
ー株

（担当および重要な兼職の状況）
指名報酬委員会委員
（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
銀行および事業会社での豊富なリスク管理業務の経験を有して
いることから、当社の経営に対しての有用な指摘、意見を期待
し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。
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候補者
番号

氏名
（生年月日）
（就任期間）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式数

８

谷
たに

美由紀
み ゆ き

（戸籍上の氏名：
村木 美由紀）

（社外取締役）

（1967年11月４日生）
（1年）

再任

2004年７月 UCJ債権回収株式会社 ジェネラル・マネージ
ャー

2006年１月 株式会社ユニファイド・キャピタル・ジャパン
代表取締役副社長

2008年11月 株式会社パノラマ・ホスピタリティ チーフ･フ
ァイナンシャルオフィサー･アジアパシフィッ
ク

2011年11月 モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社
エクゼクティブ・ディレクター

2015年10月 グランホテル・オペレーションズ株式会社 代
表取締役社長

2016年６月 エム・エス・ジャパン・リート・ホールディン
グ株式会社 監査役

2020年４月 公益財団法人米日カウンシル−ジャパン 理事
（現任）

2024年４月 デザイン２シンク株式会社 代表取締役（現任）
2024年６月 ASA Platform株式会社 代表取締役（現任）
2024年６月 PEREGRINE CONSULTING 株式会社 代表

取締役（現任）
2024年６月 当社取締役（現任）

ー株

（担当および重要な兼職の状況）
デザイン２シンク株式会社代表取締役
PEREGRINE CONSULTING株式会社代表取締役
ASA Platform株式会社代表取締役
（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
長きに渡り不動産およびホテル事業のアセットマネジメン

ト業務を経験し、投資運用プロセスのDX化プロジェクトを推
進する等、不動産及びITへの豊富な経験と幅広い知見を有する
ことから、当社の経営に対しての有用な指摘、意見を期待し、
引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．村上未来氏、定形哲氏および谷美由紀氏は、社外取締役候補者であります。当社は村上未来氏、定形

哲氏、谷美由紀氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
３．当社と徳山明成氏、村上未来氏、定形哲氏、谷美由紀氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が定める額としております。本議案が原案どおり承認可決され、各氏が再任された
場合、当社は各氏と上記契約を継続する予定であります。

4．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を当社が保険料の全額を負担
して保険会社と締結しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用等の損害を当
該保険契約により補填することとしております。本議案が原案どおり承認可決され、各候補者が再任
された場合は、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなり、また、次回更新時に
は同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 監査役3名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選任

をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日）
（就任期間）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式数

１

本
ほ ん だ
多 一徳

かずのり

（社外監査役）

（1975年９月27日生）
（6年５か月）

再任

2000年10月 中央青山監査法人入所
2006年９月 あらた監査法人（現 PwC Japan有限責任監

査法人）入所
2007年10月 本多一徳公認会計士税理士事務所代表（現任）
2010年６月 中本国際会計事務所入所
2019年１月 当社監査役（現任）
2019年１月 株式会社ブリッジ・シー・エステート（現 ク

リアルパートナーズ株式会社）監査役（現任）
2019年 1 月 ドムスレジデンシャルエステート株式会社監査

役 4,600株
（担当および重要な兼職の状況）
クリアルパートナーズ株式会社監査役
本多一徳公認会計士税理士事務所代表

（社外監査役候補者とした理由）
公認会計士、税理士としての高度な専門的見地および見識より
経営監視の機能の充実が図れるものと考え、引き続き社外監査
役候補者といたしました。

２

佐
さ と う
藤 知紘

ともひろ

（社外監査役）

（1978年２月12日生）
（6年２か月）

再任

2002年10月 あさひ・狛法律事務所（現 西村あさひ法律事
務所・外国法共同事業）入所

2013年１月 西村あさひ法律事務所（現 西村あさひ法律事
務所・外国法共同事業）パートナー（現任）

2019年４月 当社監査役（現任）

21,900株

（担当および重要な兼職の状況）
西村あさひ法律事務所・外国法共同事業パートナー

（社外監査役候補者とした理由）
弁護士としての高度な専門的見地および見識より経営監視の機
能の充実が図れるものと考え、引き続き社外監査役候補者とい
たしました。
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候補者
番号

氏名
（生年月日）
（就任期間）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式数

３

広
ひ ろ の
野 清志

き よ し

（社外監査役）

（1974年７月19日生）
（5年４か月）

再任

1997年４月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トー
マツ）入所

2001年10月 株式会社ギャガ・コミニュケーションズ（現
ギャガ株式会社）入社

2005年２月 広野総合会計事務所代表（現任）
2007年４月 株式会社ワイドブレイン代表取締役（現任）
2016年９月 株式会社クリエイターズマッチ監査役就任（現

任）
2018年６月 株式会社セルム監査役（現取締役監査等委員）

（現任）
2020年２月 当社監査役（現任）

ー株（担当および重要な兼職の状況）
広野総合会計事務所代表
株式会社ワイドブレイン代表取締役
株式会社クリエイターズマッチ監査役
株式会社セルム取締役監査等委員

（社外監査役候補者とした理由）
公認会計士、税理士としての高度な専門的見地および見識より
経営監視の機能の充実が図れるものと考え、引き続き社外監査
役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．本多一徳氏、佐藤知紘氏および広野清志氏は、社外監査役候補者であります。当社は本多一徳氏、広

野清志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
３．当社と本多一徳氏、佐藤知紘氏、広野清志氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令が定める額としております。本議案が原案どおり承認可決され、各氏が再任された場
合、当社は各氏と上記契約を継続する予定であります。

4．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を当社が保険料の全額を負担
して保険会社と締結しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用等の損害を当
該保険契約により補填することとしております。本議案が原案どおり承認可決され、各候補者が再任
された場合は、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなり、また、次回更新時に
は同内容での更新を予定しております。
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（ご参考）取締役及び監査役のスキルマトリックス

役員 性別 独立 金融 不動産 IT/DX
コンプライア
ンス/リスク
マネジメント

ファイナンス
/財務会計

M＆A SDGｓ

代表取締役社長 横田 大造 男 〇 〇 〇 〇 〇

取締役副社長 金子 好宏 男 〇 〇 〇 〇 〇

取締役 太田 智彬 男 〇 〇

取締役 山中 雄介 男 〇 〇

取締役会長 徳山 明成 男 〇 〇

社外取締役 村上 未来 男 独立 〇 〇 〇 〇

社外取締役 定形 哲 男 独立 〇 〇 〇

社外取締役 谷 美由紀 女 独立 〇 〇 〇 〇

常勤監査役 本多 一徳 男 独立 〇 〇 〇

社外監査役 佐藤 知紘 男 〇 〇 〇 〇

社外監査役 広野 清志 男 独立 〇 〇 〇
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第３号議案 取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての報酬額及び内容決定の件
このたび当社では、中長期的に継続した業績向上への貢献意欲や株主目線での経営を促すこと

を目的とし、取締役（非業務執行取締役を除く。以下、「対象取締役」という。）に対して、株式
報酬型ストックオプションを付与することといたしました。会社法第361条の規定に基づき、
2021年12月１日開催の臨時株主総会において承認いただいた報酬枠（年額300百万円）とは別
枠として、対象取締役に対するストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額等を
年額100百万円以内とするとともに、ストックオプションの内容について、下記のとおりとする
ことについて、併せてご承認をお願いするものです。
上記のストックオプションの目的に加え、新株予約権に関する報酬等の額及び具体的内容は、

対象取締役の業務執行の状況、貢献度等諸般の事情を総合的に勘案して定めており、また、スト
ックオプションの権利行使により発行される株式の発行済株式総数に占める割合は低く、希薄化
率は軽微であることから、対象取締役の報酬等の内容は相当であると考えております。
また、当社は、2022年４月15日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係

る基本方針を定めておりますが、本議案をご承認いただくことを条件に、当該方針を本議案に沿
う内容に変更することを予定しております。
なお、当社の現在の対象取締役は4名ですが、第1号議案（取締役8名選任の件）が原案どおり

承認可決されますと、対象取締役は4名となります。

記

1. 新株予約権の数
各事業年度に係る定時株主総会の日から１年間に発行する新株予約権の数の上限は400

個とする。
2. 新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式
の数（以下、「付与株式数」という）は新株予約権1個あたり100株とする。
ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株

式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につ
き同じ）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の
結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率
また、上記のほか、割当日以降、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式交付を行う

場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理
的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

3. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使するこ
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とにより交付を受けることができる株式1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という）
に付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、新株予約権発行に係る取締役会決議日の前取引日の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引
の終値）とする。ただし、行使価額は下記4.に定める調整に服する。

4. 行使価額の調整
（1）割当日以降、当社が当社普通株式につき、次の①又は②を行う場合、行使価額をそれぞ

れ次に定める算式（以下、「行使価額調整式」という）により調整し、調整の結果生じる
1円未満の端数は、これを切り上げる。

① 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
1

株式分割又は株式併合の比率

② 当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194
条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当
社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を
請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を
除く）

調整後行使価額 ＝
調 整 前

行使価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×1株当たり払込金額

新規発行前の1株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
ⅰ 行使価額調整式に使用する「時価」は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引

日目に始まる30取引日（終値のない日を除く）における上場金融商品取引所（ただし、
当社普通株式の上場する金融商品取引所が複数の場合は、当該期間における当社普通株
式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる取引所）における当社普
通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ）の平均値とする。

ⅱ 行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の
場合は適用日の1ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総数から当社が保有する当
社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

ⅲ 自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処
分する自己株式数」に読み替える。

（2）調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。
① 上記（1）①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分

割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合
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は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は
準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が
行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場
合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡
及してこれを適用する。
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株
主総会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することによ
り交付を受けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という）新株予約
権者に対しては、交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じ
る1株未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数 ＝
（調整前行使価額−調整後行使価額） × 分割前行使株式数

調整後行使価額
② 上記（1）②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の払込期日
（払込期間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降（基準日がある場合
は当該基準日の翌日以降）、これを適用する。

（3）上記（1）①及び②に定める場合の他、割当日以降、他の種類株式の普通株主への無償割
当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合等、行使価額の調整を必要とす
る場合には、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、当社は合理的な範囲で行使
価額を調整することができる。

（4）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者
に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことがで
きない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

5. 新株予約権を行使することができる期間
新株予約権の割当日後２年経過日から当該割当日後10年を経過する日までの期間内にお

いて当社取締役会において決定した期間とする。
6. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項
（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結
果生じる1円未満の端数は、これを切り上げる。

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記
（1）記載の資本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額と
する。

7. 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。
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8. 新株予約権の取得条項
当社は、以下の事由が生じた場合、当該事由が生じた日以降で当社取締役会が別途定め

る日に、当該新株予約権者（第(1)号の場合はすべての新株予約権者）が保有する未行使の
新株予約権の全部又は一部を無償で取得することができる。

（1）以下の①、②、③、④、⑤又は⑥の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
② 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
③ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議に
よってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑥ 当社の特別支配株主による他の株主(及び新株予約権者)に対する株式等売渡請求を承認
する議案

（2）新株予約権者が、新株予約権の行使の条件を充足しない（行使できなくなる条件に該当
することを含む）こととなった場合

（3）新株予約権者が死亡した場合

9. 新株予約権の行使の条件
（1）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社の子会社若しくは

関連会社（以下、子会社及び関連会社を併せて「関係会社」という）の取締役、監査役、
執行役員又は従業員の地位（以下、「役職員等の地位」という）にあることを要する。た
だし、新株予約権者が役職員等の地位を全て喪失する前に、役職員等の地位の全喪失後
の新株予約権の権利行使につき正当な理由があると取締役会決議により認めた場合は、
この限りでない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することはできない。た
だし、当社取締役会の決議により特に行使が認められた場合はこの限りではない。

（3）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができ
ない。

（4）新株予約権者が当社及び当社の関係会社と競業関係にある会社（当社の関係会社を除く）
の役員、従業員、代理人、嘱託社員（派遣社員を含む）、顧問、相談役、代表者、アドバ
イザー又はコンサルタントに就いた場合には、当該新株予約権者は、その有する新株予
約権を行使することができない。

（5）本要項の他の規定にかかわらず、新株予約権者が故意若しくは重過失により当社若しく
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は当社の関係会社の社内規程に違反した場合、禁錮以上の刑に処せられた場合、当社若
しくは当社の関係会社の社会的信用を害する行為その他当社若しくは当社の関係会社に
対する背信的行為と認められる行為を行った場合、又は、新株予約権者が不正行為、営
業秘密の漏えいその他の故意若しくは重過失による義務違反により当社若しくは当社の
関係会社に対して損害を与えた場合、当該新株予約権者は、その有する新株予約権を行
使することができない。また、これらの事由に該当するか否かを当社が調査している期
間、当該新株予約権者は、その有する新株予約権を行使することができない。

（6）本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
（7）その他の条件は、取締役会の決議において定める。
10. 新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない。
11. 新株予約権のその他の内容

新株予約権に関するその他の内容については、取締役会の決議において定める。

以 上
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事 業 報 告
自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月
１
31

日
日

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、消費者物価指数が前年同期比で継続的に2.0％
を超過しインフレが継続するなかで、賃上げによる雇用・所得環境の改善が続き、緩やかな
経済の回復が見られました。また、日本銀行が2024年３月に10年国債金利の変動許容幅の
拡大やマイナス金利の解除を決定したことに続き、６月には長期国債買入れを減額していく
方針であることを決定、７月に政策金利を引き上げるなど金融政策の正常化も進展してお
り、デフレからの本格的な脱却が期待されます。海外経済については、米国では景気拡大が
続きソフトランディングを意識した政策金利の引き下げが行われていましたが、米政権の関
税政策によるマクロ経済への影響については不確実性が高まっています。欧州では一部の地
域の景気には足踏みが見られます。為替レートについては、欧米の高い金利水準の継続によ
り日本との金利差縮小には一定の時間がかかるとの見通しから円安水準で推移しています。
また、エネルギー価格は下落の兆しがみられるものの依然として高く、国内の物価上昇へと
波及しております。加えて、米政権の政策動向、中東情勢、中国経済の下振れなど、依然と
して先行き不透明な状況を注視する必要があります。
当社グループが属する不動産及び不動産クラウドファンディング業界におきましては、円

安を背景とする外国人旅行者数・インバウンド消費の増加を背景に、国内ホテルの宿泊者数
はコロナ禍以前を上回り、商業施設の販売額もコロナ禍以前の水準を上回りました。レジデ
ンスのうちマンションの売買市場におきましては、首都圏を中心に中古マンション、新築マ
ンションともに平米単価は上昇傾向を維持して高い水準を維持しています。また、日本の低
金利と円安を背景にした海外投資家による国内不動産への投資需要が継続しています。一方
で、原材料費高騰や人件費上昇による建築コストの増加、日銀の政策変更や国内外の金融情
勢の変化が及ぼす影響について、今後も注視する必要があります。
こうした環境の中、当社グループは、「ＣＲＥＡＬ」サービスにおいて商業施設、ホテル、

オフィス、老人ホーム、一棟レジデンス、物流施設の不動産ファンドをオンラインで提供し
て運用資産の残高とアセットタイプの拡大を図るとともに、着実に売却を実行しオンライン
投資家にリターンを提供することで、2025年３月末時点で、投資家会員数は9.7万人、累
計投資金額は700億円を突破しました。「ＣＲＥＡＬ ＰＲＯ」サービスにおいては、機関
投資家向けに物件を売却したほか、これまでに継続して蓄積してきたアセットマネジメント
契約を背景に、安定収入の基盤となるアセットマネジメントフィーを着実に計上していま
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す。そして「ＣＲＥＡＬ ＰＢ」サービスでは、中古ワンルームマンションの販売本数を伸
ばしました。一方で、事業拡大に伴い先行投資も含めた人員の拡充が進み、人件費が大きく
増加をいたしました。
これらの結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は41,823,444千円（前年

同期比98.7％増）、売上総利益5,666,282千円（前年同期比59.1％増）、営業利益
1,968,257千円（前年同期比100.8％増）、経常利益1,830,123千円（前年同期比94.5％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,351,394千円（前年同期比108.7％増）となり
ました。
なお、当社グループは資産運用プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は18,268千円となりました。主としてオフィス設備に係る

投資であります。

（3）資金調達の状況
当社は、物件の購入に充てるため、金融機関等より短期借入1,485,000千円、長期借入

2,688,878千円の資金調達を実施しております。

（4）対処すべき課題
① 不動産ファンドオンラインマーケット「ＣＲＥＡＬ」の認知度の更なる向上

事業の成長のためには、不動産ファンドオンラインマーケット「ＣＲＥＡＬ」の登録会
員数増加とそれに伴うＧＭＶの継続的な増加が不可欠です。サイトを魅力的に保つための
創意工夫を継続的に実践していくとともに、各種マーケティング活動を通じて、更なる認
知度の向上と登録会員数及びＧＭＶの増加を図っていく必要があります。

② 良質な不動産投資案件の仕入れ
投資家に対して安定的なリターンを創出し、かつ売却時にキャピタルゲインを獲得でき

る良質な不動産を安定的に仕入れることは、不動産ファンドオンラインマーケット「ＣＲ
ＥＡＬ」登録会員数及びＧＭＶの増加と利益確保のために非常に重要なファクターとなり
ます。当社の投資物件の情報入手は、不動産仲介会社及び事業提携をしているパイプライ
ン提供企業からの日常的な情報提供が中心であります。今後は、不動産ファンドオンライ
ンマーケット「ＣＲＥＡＬ」の認知度・知名度拡大により仲介会社を介さない不動産保有
者からのダイレクトソーシングを推進するとともに、ホテル・介護施設・病院・保育園、
デベロッパー等といった運営会社を始めとするパイプライン提携企業を増やし、継続的に

2025年05月29日 13時09分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 20 ―

ネットワークを拡大していくことが、案件の安定的な確保のために重要と考えています。

③ 新規許認可の取得
当社は不動産特定共同事業法に基づく第三号及び第四号事業者(※)としての許可につき

金融庁および国土交通省へ申請中となります。当該許認可を取得することにより、外部の
ＳＰＣを利用したクラウドファンディングでの案件組成が可能となります。外部のＳＰＣ
にてクラウドファンディングを活用することで、「物件のオフバランス化」「金融機関・機
関投資家のファンドへの参画」が期待され、より大型の案件組成も可能となることから、
早期の許認可取得を目指し体制整備を行っております。
※ 不動産特定共同事業法二条４項３号・４号に掲げる行為を業とする事業者

④ 優秀な人材の確保と育成
当社グループは今後の事業の拡大のために優秀な人材の確保・育成が重要な課題である

と認識しております。そのため、継続的に業界経験者を中心とした中途採用を行っており
ます。また、入社した社員に対しては定期的に社内の研修プランに従った研修・教育を実
施することによりその育成に取り組んでおります。今後も継続的に採用を進め、社員への
研修・教育制度の質を高めていくことで、優秀な人材の確保と育成を推進する方針であり
ます。

⑤ 内部管理体制の強化
当社グループの更なる事業の拡大、継続的な成長のためには、内部管理体制及びコーポ

レート・ガバナンスの更なる強化が重要な課題となります。当社グループは、監査役及び
内部監査室の連携、経営陣や従業員に対する研修の実施等を通じて、内部管理体制の一層
の強化に取り組んでいく方針であります。

⑥ 財務基盤の強化
当社グループにおいて、新たなサービスの新規開発に取り組むため、また良質な不動産

を安定的に仕入れるためには、手許資金の流動性確保が重要であると認識しております。
このため、金融機関との良好な取引関係の構築や、内部留保の確保を継続的に行い、財務
基盤の強化を図ってまいります。
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（5）財産および損益の状況

区 分 第11期
2022年３月期

第12期
2023年３月期

第13期
2024年３月期

第14期
当連結会計年度
2025年３月期

売上高 (千円) 10,581,003 16,436,599 21,044,942 41,823,444
経常利益 (千円) 256,973 496,060 941,007 1,830,123
親会社株主に帰属する
当期純利益 (千円) 172,420 336,172 647,565 1,351,394

１株当たり当期純利益 (円) 40.36 65.98 111.42 227.23
総資産 (千円) 10,926,264 21,492,033 35,749,123 52,936,860
純資産 (千円) 1,045,976 3,111,217 3,806,935 5,273,775
１株当たり純資産額 (円) 243.86 540.80 641.48 860.90
(注) 2021年12月１日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割を行っております。これに伴い第11期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算出してお
ります。

（6）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権

比率(%) 主要な事業内容

クリアルパートナーズ株式会社 14,000千円 100.0 不動産管理事業
CREAL ASIA Pte Ltd 400千SGD 100.0 不動産関連事業
クリアルホテルズ株式会社 50,000千円 100.0 ホテル運営事業
ステイシー新大阪合同会社 10,000千円 100.0

(100.0) ホテル運営事業
臼木証券株式会社 175,000千円 100.0 証券業
(注) 議決権の所有割合 ( ) 内は、間接所有割合で内数であります。
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（7）主要な事業内容
事業 事業内容

資産運用プラットフォーム事業
不動産ファンドオンラインマーケット
実物不動産への投資を通じた資産運用サービスの提供
機関投資家や超富裕層向けの不動産投資サービスの提供
レジデンス・ホテル等の管理・運営サービスの提供

（8）主要な営業所（2025年３月31日現在）
本社 東京都港区

（9）従業員の状況（2025年３月31日現在）
従業員数 前連結会計年度末比増減 平均年齢
225名 98名 39.5歳

(注)1. 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数の総数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省
略しております。

2. 平均年齢の計算には臨時従業員を含めております。
3. 従業員の増加の主な理由は、事業拡大に伴うものであります。

（10）主要な借入先
借入先 金額

株式会社東日本銀行 1,377,084 千円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 864,040 〃
ファンズ・レンディング株式会社 722,878 〃
株式会社SBI新生銀行 672,500 〃
株式会社みずほ銀行 300,000 〃
株式会社山梨中央銀行 141,660 〃
株式会社武蔵野銀行 116,660 〃
株式会社大垣共立銀行 100,000 〃
株式会社千葉銀行 100,000 〃
株式会社福邦銀行 100,000 〃

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項(2025年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 15,000,000株

（2）発行済株式の総数 6,023,000株

（3）株主数 3,252名

（4）大株主
株主名 持株数 持株比率

株 ％

徳山 明成 1,491,300 24.76
ＳＢＩホールディングス株式会社 1,167,200 19.38
横田 大造 396,600 6.59
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 379,700 6.30
金子 好宏 318,600 5.29
櫻井 聖仁 309,600 5.14
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 185,900 3.09
清板 大亮 93,500 1.55
日本証券金融株式会社 93,000 1.54
太田 智彬 87,000 1.44
(注）持株比率は、自己株式（228株）を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

第３回新株予約権 第6回新株予約権
決 議 年 月 日 2020年５月18日 2023年12月15日
新 株 予 約 権 の 数 42個 151個
新株予約権の目的となる株式
の 種 類、 内 容 及 び 数 ( 注 )1

普通株式 12,600株
(新株予約権１個につき300株)

普通株式 15,100株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払い込みは
要しない 新株予約権１個につき 3,700円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出資される財産の価額 (注)1

新株予約権１個あたり100,000円
(１株あたり 334円)

新株予約権１個あたり 400,000円
(１株あたり 4,000円)

権 利 行 使 期 間 2022年６月２日から
2030年６月30日まで

2026年１月10日から
2031年１月９日まで

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件 (注)2 (注)3

役 員 の
保有状況

取 締 役
(社外取締役を除く) −

新株予約権の数 151個
目的となる株式数 15,100株
保有者数 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数 42個
目的となる株式数 12,600株
保有者数 １名

−

監 査 役 − −
第8回新株予約権

決 議 年 月 日 2025年2月14日
新 株 予 約 権 の 数 380個
新株予約権の目的となる株式
の 種 類、 内 容 及 び 数

普通株式 38,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個あたり 3,300円
新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個あたり 268,500円
(１株あたり 2,685円)

権 利 行 使 期 間 2027年３月４日から
2032年３月３日まで

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件 (注)4

役 員 の
保有状況

取 締 役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 380個
目的となる株式数 38,000株
保有者数 5名

社 外 取 締 役 −
監 査 役 −

(注)１．第３回新株予約権については2021年12月1日付で普通株式１株につき300株の割合で株式分割した
ことにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額」が調整されております。
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２．第３回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
(1)新株予約権者が当社又は当社の子会社若しくは関連会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員の

地位（以下、「従業員等の地位」という）にある場合は、本新株予約権行使時においても継続して従
業員等の地位にあるときに限り、他の本新株予約権の行使の条件を充足している（行使ができなく
なる条件に該当しないことも含む。以下同じ）ことを条件に、本新株予約権を行使することができ
るものとする。

(2)新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することはできない。ただし、当社
取締役会の決議により特に行使が認められた場合はこの限りではない。

(3)新株予約権者は、他の新株予約権の行使の条件を充足していることを条件に、以下に掲げる期間に
おいてのみ、それぞれに定める割合を限度として、新株予約権を行使することができるものとする。
ただし、株式公開の日以降、取締役会において別途決議した場合は、下記①から②に定める期間及
び割合に関わりなく、承認された新株予約権の個数につき行使することができるものとする。
①株式公開の日の１年後の応当日から起算して１年間 割当てを受けた新株予約権の50%に相当す
る数（１個に満たない端数が生じる場合には、これを切り捨てる）

②株式公開の日の２年後の応当日から起算して１年間 割当てを受けた新株予約権の全て
(4)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
(5)新株予約権者が当社及び当社の関係会社と競業関係にある会社（当社の関係会社を除く）の役員、

従業員、代理人、嘱託社員（派遣社員を含む）、顧問、相談役、代表者、アドバイザー又はコンサル
タントに就いた場合には、当該新株予約権者は、その有する新株予約権を行使することができない。

(6)本要項の他の規定にかかわらず、新株予約権者が故意若しくは重過失により当社の社内規程に違反
した場合、禁錮以上の刑に処せられた場合、当社若しくは当社の関係会社の社会的信用を害する行
為その他当社若しくは当社の関係会社に対する背信的行為と認められる行為を行った場合、又は、
新株予約権者が不正行為、営業秘密の漏えいその他の故意若しくは重過失による義務違反により当
社に対して損害を与えた場合、当該新株予約権者は、その有する新株予約権を行使することができ
ない。また、これらの事由に該当するか否かを当社が調査している期間、当該新株予約権者は、そ
の有する新株予約権を行使することができない。

３．第６回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
(1) 新株予約権者は、2025年３月期から2029年３月期までのいずれかの事業年度において、当社の有

価証券報告書に記載された連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）
に記載された売上総利益が、下記(a)または(b)に記載した条件を充たした場合、付与された本新株予
約権のうち、各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）を上限として本新株予約権を行
使することができる。
(a) 2025年３月期から2029年３月期のいずれかの事業年度において一度でも売上総利益が55億円
を超過した場合： 行使可能割合50％

(b) 2025年３月期から2029年３月期のいずれかの事業年度において一度でも売上総利益が70億円
を超過した場合： 行使可能割合100％
なお、上記における売上総利益の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大

な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している場合
には連結損益計算書）に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと当社の取締役会が
判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績
数値の調整を行うことができるものとする。また、国際財務報告基準の適用、決算期の変更等によ
り参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社の取締役会に
て定めるものとする。
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(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま
たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があ
ると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の決議により特に行使が認められた場合はこの限りではない。

(4) 新株予約権者が禁錮以上の刑に処せられた場合、当社もしくは当社の関係会社の就業規則その他の
社内諸規則等に違反し、または、社会や当社もしくは当社の関係会社に対する背信行為があった場
合において、これにより懲戒解雇もしくは辞職・辞任した場合には、本新株予約権の行使は認めな
い。

(5) 当社または当社の関係会社に対して損害またはそのおそれをもたらした場合、その他本新株予約権
を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと取締役会が認めた場合には、本新株
予約権の行使は認めない。

(6) 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
4．第８回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、2026年３月期から2028年３月期までのいずれかの事業年度において、当社の
有価証券報告書に記載された連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には 損益計
算書）に記載された当期純利益が、下記(a)ないし(c)に記載した条件を充たした場合、付与された
本新株予約権のうち、各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）を上限として本新株
予約権を行使することができる。なお、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる
場合は、これを切り捨てた数とする。

(a) 2026年３月期から2028年３月期のいずれかの事業年度において一度でも当期純利益が19億円
を超過した場合： 行使可能割合25％

(b) 2026年３月期から2028年３月期のいずれかの事業年度において一度でも当期純利益が22億円
を超過した場合： 行使可能割合50％

(c) 2026年３月期から2028年３月期のいずれかの事業年度において一度でも当期純利益が25億円
を超過した場合： 行使可能割合100％
なお、上記における当期純利益の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多
大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している
場合には連結損益計算書）に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと当社の取締
役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用
する実績数値の調整を行うことができるものとする。また、国際財務報告基準の適用、決算期の
変更等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社
の取締役会にて定めるものとする。

(2) 上記(1)の条件に加えて、新株予約権者は、割当日から３年を経過する日までに、東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の終値が一度でも5,370円を超過した場合に限り、本新株予約
権を行使することができるものとする。

(3) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま
たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由が
あると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(4) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の決議により特に行使が認められた場合はこの限りではない。

(5) 新株予約権者が禁錮以上の刑に処せられた場合、当社もしくは当社の関係会社の就業規則その他の
社内諸規則等に違反し、または、社会や当社もしくは当社の関係会社に対する背信行為があった
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場合において、これにより懲戒解雇もしくは辞職・辞任した場合には、本新株予約権の行使は認
めない。

(6) 当社または当社の関係会社に対して損害またはそのおそれをもたらした場合、その他本新株予約権
を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと取締役会が認めた場合には、本新
株予約権の行使は認めない。

(7) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
第７回新株予約権

決 議 年 月 日 2025年2月14日
新 株 予 約 権 の 数 408個
新株予約権の目的となる株式
の 種 類、 内 容 及 び 数

普通株式 40,800株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払い込みは
要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個あたり 268,500円
(１株あたり 2,685円)

権 利 行 使 期 間 2027年3月4日から
2030年3月3日まで

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件 (注)

当社使用人
への交付状
況

当 社 従 業 員
新株予約権の数 384個
目的となる株式数 38,400株
保有者数 25名

子会社の従業員
新株予約権の数 24個
目的となる株式数 2,400株
保有者数 3名

(注)第7回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
(1）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社の子会社若しくは関連会社の取

締役、監査役、執行役員又は従業員の地位（以下、「従業員等の地位」という）にあることを要する。
ただし、新株予約権者が従業員等の地位を全て喪失する前に、従業員等の地位の全喪失後の新株予約
権の権利行使につき正当な理由があると取締役会決議により認めた場合は、この限りでない。

(2）新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することはできない。ただし、当社取
締役会の決議により特に行使が認められた場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
(4）新株予約権者が当社及び当社の関係会社と競業関係にある会社（当社の関係会社を除く）の役員、従

業員、代理人、嘱託社員（派遣社員を含む）、顧問、相談役、代表者、アドバイザー又はコンサルタ
ントに就いた場合には、当該新株予約権者は、その有する新株予約権を行使することができない。

(5）本要項の他の規定にかかわらず、新株予約権者が故意若しくは重過失により当社の社内規程に違反し
た場合、禁錮以上の刑に処せられた場合、当社若しくは当社の関係会社の社会的信用を害する行為そ
の他当社若しくは当社の関係会社に対する背信的行為と認められる行為を行った場合、又は、新株予
約権者が不正行為、営業秘密の漏えいその他の故意若しくは重過失による義務違反により当社に対し
て損害を与えた場合、当該新株予約権者は、その有する新株予約権を行使することができない。ま
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た、これらの事由に該当するか否かを当社が調査している期間、当該新株予約権者は、その有する新
株予約権を行使することができない。

(6）本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

地 位 氏 名 区分 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 横田 大造
クリアルホテルズ株式会社代表取締役
臼木証券株式会社代表取締役会長
一般社団法人不動産クラウドファンディング協会代表理事

取締役副社長 金子 好宏
指名報酬委員会委員
クリアルパートナーズ株式会社取締役
臼木証券株式会社取締役

取締役 太田 智彬 DＸ事業本部長
取締役 山中 雄介 CREAL事業本部長

取締役会長 徳山 明成 Developer Group Pte Ltd Director
BRIDGE-C HOLDINGS PTE. LTD. Director

取締役 村上 未来 【社外】
【独立】

指名報酬委員会委員長
株式会社somebuddy代表取締役
INCLUSIVE株式会社監査役
株式会社ユーグレナ取締役監査等委員

取締役 定形 哲 【社外】
【独立】 指名報酬委員会委員

取締役 永見 世央 【社外】
【独立】 ラクスル株式会社代表取締役社長CEO

取締役 谷 美由紀 【社外】
【独立】

デザイン２シンク株式会社代表取締役
PEREGRINE CONSULTING株式会社代表取締役
ASA Platform株式会社代表取締役

常勤監査役 本多 一徳 【社外】
【独立】

本多一徳公認会計士税理士事務所代表
クリアルパートナーズ株式会社監査役

監査役 佐藤 知紘 【社外】 西村あさひ法律事務所・外国法共同事業パートナー

監査役 広野 清志 【社外】
【独立】

株式会社ワイドブレイン代表取締役
株式会社クリエイターズマッチ監査役
株式会社セルム取締役監査等委員

(注)1. 代表取締役の横田大造氏が兼職しているクリアルホテルズ株式会社は、当社の完全子会社であり、当社
と同社との間には業務受託等の取引関係があります。

2. 取締役の金子好宏氏及び監査役の本多一徳氏が兼職しているクリアルパートナーズ株式会社は、当社の
完全子会社であり、当社と同社との間には業務受託等の取引関係がありますが、当社と同社との間に社
外役員の独立性に影響を及ぼす事項はありません。

3. 代表取締役の横田大造氏及び取締役の金子好宏氏が兼職してる臼木証券株式会社は、当社の完全子会社
であり、当社と同社との間には、重要な取引関係はありません。

4. 取締役の徳山明成、村上未来、永見世央及び谷美由紀の各氏が兼職している他の法人等と当社の間には、
重要な関係はありません。

5. 監査役の本多一徳、佐藤知紘及び広野清志の各氏が兼職している他の法人等と当社の間には、重要な関
係はありません。

6. 監査役の本多一徳及び広野清志の各氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
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程度の知見を有するものであります。
7. 当社は、社外取締役の全員、社外監査役の本多一徳氏及び広野清志氏を東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と徳山明成、村上未来、定形哲、永見世央、谷美由紀、本多一徳、佐藤知紘及び広野

清志の各氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役、監査役で
あり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により保険期間中に被保険者
に対して提起された損害賠償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等が填補されることとな
ります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が

法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対
象とならないなど、一定の免責事由があります。

（4）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、指名報酬委員会の審議を経て、2022年４月15日開催の取締役会において、取
締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を以下のとおり
定めております。
1）基本方針

当社の取締役（業務執行取締役）の報酬は、中長期的な企業価値の持続的な向上を図
るため、また、職務を適切に執行するインセンティブとして十分に機能するように、固
定報酬としての基本報酬及び業績連動報酬で構成しております。また、業務執行取締役
を除く取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみ支払うこととしております。

2）基本報酬額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、業績、従

業員給与とのバランス等を勘案し、委員の過半数が社外取締役で構成される指名報酬委
員会の意見も踏まえたうえ、株主総会が決定する報酬総額の限度内において取締役会で
決定するものとしており、その具体的内容の決定については代表取締役社長に委任する
こととしております。
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3）業績連動報酬額の決定に関する方針
当社の取締役の業績連動報酬は、前事業年度の連結損益計画における親会社株主に帰

属する当期純利益の達成度合いに応じて定量評価を行い、指名報酬委員会の意見も踏ま
えたうえで、月例の固定報酬に加算することで支給するものとしております。なお、業
績連動報酬は最大で基本報酬の40%を目安としております。

② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬の額は、2021年12月１日開催の臨時株主総会において年額300百万円以

内と決議されております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は８名です。
監査役の報酬の額は、2021年12月１日開催の臨時株主総会において年額30百万円以

内と決議されております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。
③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社が各取締役に支給する報酬等については、取締役会決議に基づき代表取締役社長に
その具体的内容の決定を委任するものとし、代表取締役社長横田大造は、当社の業績等も
踏まえ、株主総会で決議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の役位、職責等に
応じて決定方針に従い決定することとしております。この権限を委任した理由は、当社全
体の業績を勘案しつつ、各取締役について評価を行うには代表取締役社長が適していると
判断したためであります。
取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名報酬委員

会に諮問し答申を得るものとしております。
取締役会は、委員の過半数が社外取締役で構成される指名報酬委員会において、決定方

針との整合性を含めた多角的な審議がなされた答申をもとに決定された個人別の報酬等の
内容は当該方針に沿うものと判断しております。

④ 取締役および監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動

報酬等 非金銭報酬等

取締役（うち
社外取締役）

96,981
（18,000）

79,331
（18,000） 17,649 ー ９

（４）
監査役（うち
社外監査役）

15,960
（15,960）

15,960
（15,960） − ー ３

（３）
⑤ 業績連動報酬等に関する事項
当社の取締役の業績連動報酬は、前事業年度の連結損益計画における親会社株主に帰属す

る当期純利益の達成度合いに応じて定量評価を行い、指名報酬委員会の意見も踏まえたうえ
で、月例の固定報酬に加算することで支給するものとしております。なお、業績連動報酬は
最大で基本報酬の40%を目安としております。親会社株主に帰属する当期純利益を指標とし
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て選択した理由は、事業年度の活動を通じて得られた最終損益であり、取締役の報酬決定指
標として相応しいものと判断したためであります。
⑥ 非金銭報酬等の内容
該当事項はありません。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

重要な兼職先と当社との関係につきましては29頁「（1）取締役および監査役の氏名等」
に記載のとおりであります。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
区分 氏名 主な活動状況

取締役 村上 未来

当事業年度に開催した取締役会33回と指名報酬委員会11回の全てに出席し、
上場会社の最高財務責任者としての経験と公認会計士としての高度な専門知
識と豊富な経験から、また指名報酬委員会委員長として、取締役の報酬水準
策定等において意見を述べるとともに、取締役会の意思決定の妥当性、適正
性を確保するための発言を行なうなど、当社の経営に対しての有用な指摘、
意見を行なう適切な役割を果たしております。

取締役 定形 哲

当事業年度に開催した取締役会33回と指名報酬委員会11回の全てに出席し、
銀行及び事業会社での豊富な経験から、大所高所に立った見地から意見を述
べるとともに、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言
を行なうなど、当社の経営に対しての有用な指摘、意見を行なう適切な役割
を果たしております。

取締役 永見 世央

当事業年度に開催した取締役会には、33回中31回に出席し、CFO、CEOと
しての豊富な経験と幅広い知見から、営業活動、財務活動にわたって意見を
述べるとともに、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発
言を行なうなど、当社の経営に対しての有用な指摘、意見を行なう適切な役
割を果たしております。

取締役 谷 美由紀

当事業年度に開催した取締役会のうち取締役選任後に開催された25回の全て
の取締役会に出席し、事業会社での豊富な経験と幅広い知見から意見を述べ
るとともに、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を
行なうなど、当社の経営に対しての有用な指摘、意見を行なう適切な役割を
果たしております。

監査役 本多 一徳

当事業年度に開催した取締役会33回と監査役会14回の全てに出席し、公認
会計士としての高度な専門知識と豊富な経験から、取締役会の意思決定の妥
当性、適正性を確保するための発言を行なっております。また、監査役会に
おいては監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議を行な
っております。

監査役 佐藤 知紘

当事業年度に開催した取締役会33回と監査役会14回の全てに出席し、弁護
士として法務全般についての幅広い知見から、取締役会の意思決定の妥当性、
適正性を確保するための発言を行なっております。また、監査役会において
は監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議を行なってお
ります。
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監査役 広野 清志

当事業年度に開催した取締役会33回と監査役会14回の全てに出席し、公認
会計士としての内部統制及び社内管理体制の構築についての幅広い知見から、
取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行なっており
ます。また、監査役会においては監査結果についての意見交換、監査に関す
る重要事項の協議を行なっております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額
支払額

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 33,000千円
(注)1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人
の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査役会は、前年度の監査内容及び当年度の監査方針等について確認を行い、監査日数及び監査報酬の
見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等が相当であると判断し、会社法第399条第１項の
同意を行っております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定しま
す。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認め

られる場合に、監査役全員の同意に基づき同監査役会が会計監査人を解任いたします。その
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨と理由を報告します。
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６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。当社は、

事業成長の実現に向けた投資のための内部留保に重点を置きつつも、配当性向15%程度を目安
として、配当による株主への利益還元を安定的かつ継続的に実施する方針です。
内部留保につきましては、不動産クラウドファンディングのリーディングカンパニーとして

のさらなる成長や、デジタル証券事業への参入に向けて、体制整備やシステム開発コスト、マ
ーケティングコストなどに積極的に活用してまいります。
2025年３月期は、親会社株主に帰属する当期純利益が1,351百万円となったことから、当

期末の剰余金の配当を１株当たり30円といたしました。

７．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

（a）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制
（ア）当社は、コンプライアンス規程、それを実施するためのマニュアル並びにコン

プライアンス・プログラムを策定し、当社グループの役職員による法令及び定
款並びに社内規程の遵守徹底を図る。

（イ）当社は、当社グループにおける関係諸法令の改正等の把握及びその遵守の徹底
を図るために、全社コンプライアンス委員会を中心にコンプライアンス体制の
整備を促進するとともに、当社内各部署の職務分掌及び当社グループ会社の主
管者を明確にする。

（ウ）当社は、反社会的勢力とは取引を含む一切の関係を持たず、不当な要求に対し
ては、法的対応を含め、毅然と対応するものとし、当社グループにおいて、そ
の徹底を図る。

（b）当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社の取締役会議事録及び稟議決裁書等、当社取締役の職務の執行に係る重要文書

は、当社の取締役会規程及び文書管理・情報管理に関する社内規程に従い、法定の保
存期間に対応した保存期間及び保存責任部署を定め、必要に応じて閲覧に供せる体制
とする。

（c）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）当社は、リスク管理委員会を設置して当社グループの損失に結びつく信用リス

ク、事業投資リスク、市場リスク、災害リスク等様々な社内外のリスクを識
別・分類し、それぞれについての対応手順と主管部署を定め、当社グループの
損失発生を防ぐとともに発生時の損失極小化を図る。
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（イ）対応手順については、不断にその実効性を確認・改善するとともに、事業環境
の変化に伴って当社グループに新たなリスクが生じる場合には、速やかにこれ
に対応する責任者、主管部署等を定める。

（d）当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ア）当社は、当社の取締役の役割分担、社内各部署の職務分掌、指揮命令系統、権

限及び意思決定のルールを明確に定める。
（イ）当社は、取締役会で決議すべき重要事項は取締役会規程に明定し、それに準ず

る重要事項・分野の審議もしくは決定を行う機関として、執行役員会議の他、
それぞれに対応する審議会あるいは委員会を設置する。また、取締役会に報告
すべき事項も取締役会規程に明定し報告せしめる。

（ウ）当社は、当社グループ会社の管理運営体制を統轄する部署を設置し、当社グル
ープ会社の経営の健全性確保に努める。

（エ）当社グループの経営方針は、当社の統括部署により速やかにこれを当社グルー
プ会社に知らしめるとともに、他の口頭及び文書による方法も加えて、当社グ
ループの役職員への浸透に努める。

（オ）当社は、連結ベースでの経営計画を策定し、経営目標及び経営指標を当社グル
ープで共有し、グループ経営を推進する。

（e）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制、並びに、当
社及び子会社における業務の適正を確保するための体制
（ア）当社は、関係会社管理規程において、当社グループ会社を主管する主管者を必

ず定めることとする。主管者は重要事項について、当社グループ会社に対し事
前協議を求め、事業年度報告及び営業活動報告等について当社への定期的な報
告を義務付ける。

（イ）当社は、連結財務報告に係る内部統制評価の観点からも、当社グループ会社の
業務プロセスの検証・整備を図る。

（ウ）当社内部監査室は、当社グループ会社の内部監査を実施し、業務の適正を検証
する。

（f）当社及び子会社における当社監査役への報告に関する体制
（ア）当社グループの内部通報制度の担当部署は、当社グループの役職員からの内部

通報の状況について、コンプライアンス委員会等を通じて、定期的に当社監査
役に対して報告する。

（イ）当社内部監査室は監査終了の都度、内部監査の結果を当社監査役に報告するこ
ととする。

（ウ）当社監査役は、必要に応じて、会計監査人、当社取締役もしくはその他の者に
対して報告を求めることができる体制とする。

（g）当社監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
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ことを確保するための体制
当社は、内部通報制度等（当社監査役等への報告も含む）を通じて報告を行った当

社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わな
い。

（h）その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（ア）当社は、監査役監査の効率性及び適正性に留意しながら、必要と認める費用を

支出する。
（イ）当社監査役は当社取締役会に出席して、必要に応じて意見を述べ、当社執行役

員会議その他の重要な会議にも出席して重要事項の審議ないし報告状況を直接
認識できる体制とする。

（ウ）当社代表取締役は当社監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、
監査役監査の環境整備状況、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

（2）業務の適正性を確保するための体制の運用状況
（a）コンプライアンスに関する取組み

代表取締役社長、常勤取締役、各部門コンプライアンス責任者で構成された全社コン
プライアンス委員会を定期的に開催し、当社グループのコンプライアンス上の課題を
整理・抽出し、改善活動を実施する。加えて、取引先についての反社チェックを徹底
し、反社会的勢力排除の徹底を図る。

（b）リスク管理に関する取組み
代表取締役社長、常勤取締役及び各部門リスク管理責任者で構成されたリスク管理委
員会を定期的に開催し、当社グループが直面するリスクについて整理・抽出し、その
対策を提示し改善活動を実施する。

（c）取締役の職務執行の適正及び効率性の確保に関する取組み
毎月開催される定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、業務執行
の報告を徹底するとともに、業務執行の意思決定及びその監督を有効に行う。また、
4名の社外取締役を選任し、独立的・客観的立場から取締役会に対する監督を行うと
ともに、豊富な知識と経験に基づき、業務執行に関して適切な助言・提言を行う。

（d）内部監査に関する取組み
代表取締役社長直轄の内部監査室を設け、法令順守や内部統制の整備・運用状況等に
ついて継続的に監査を実施する。また、監査結果及び改善状況を代表取締役及び取締
役会に報告するほか、監査役に報告した上で連携を図るなど実効性を確保する。

（e）監査役の職務執行及び監査の実効性確保に関する取組み
監査役会を設置し、毎月1回の監査役会を開催し、監査に関する報告、協議、重要な
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事項の決議を行う。また、全ての監査役が取締役会に出席するとともに、常勤監査役
が投資委員会や全社コンプライアンス委員会等の重要な会議に出席し、いずれも、必
要に応じて意見を述べ、質疑を行うほか、重要書類及び稟議書等の閲覧を行う。さら
に、会計監査人及び内部監査担当と緊密に連携し、定期的な情報交換を行い監査の実
効性と効率性を確保する。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注)本事業報告に記載の金額は表示単位未満を切り捨て、比率については表示単位未満の端数を四捨五入してそ

れぞれ表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
2025年３月31日現在

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 50,755,665 流 動 負 債 45,999,465

現 金 及 び 預 金 15,699,531 短 期 借 入 金 2,019,540
預 託 金 2,638,591 １年内返済予定の長期借入金 1,090,810
売 掛 金 94,780 リ ー ス 債 務 4,377
販 売 用 不 動 産 30,711,112 未 払 法 人 税 等 400,131
仕 掛 販 売 用 不 動 産 34,923 賞 与 引 当 金 212,011
貯 蔵 品 426 転 貸 損 失 引 当 金 10,320
証 券 業 に お け る 預 託 金 867,000 クラウドファンディング預り金 2,654,008
証券業における信用取引資産 5,103 匿 名 組 合 出 資 預 り 金 37,278,810
そ の 他 704,196 証 券 業 に お け る 預 り 金 751,895

固 定 資 産 2,181,195 証券業における信用取引負債 5,103
有 形 固 定 資 産 949,292 証券業における受入保証金 75

建 物 及 び 構 築 物 479,922 そ の 他 1,572,380
土 地 491,412 固 定 負 債 1,662,919
リ ー ス 資 産 19,898 長 期 借 入 金 1,635,420
そ の 他 51,587 リ ー ス 債 務 10,709
減 価 償 却 累 計 額 △93,528 転 貸 損 失 引 当 金 16,790

無 形 固 定 資 産 87,924 特 別 法 上 の 準 備 金 700
の れ ん 85,488 金融商品取引責任準備金 700
そ の 他 2,436 負 債 合 計 47,663,084

投 資 そ の 他 の 資 産 1,143,977 (純 資 産 の 部)
投 資 有 価 証 券 1,036 株 主 資 本 5,178,907
関 係 会 社 株 式 730,742 資 本 金 1,280,909
長 期 貸 付 金 9,140 資 本 剰 余 金 1,180,909
破 産 更 生 債 権 等 40,850 利 益 剰 余 金 2,718,036
繰 延 税 金 資 産 227,076 自 己 株 式 △947
そ の 他 213,281 その他の包括利益累計額 6,075
貸 倒 引 当 金 △78,149 その他有価証券評価差額金 13

為 替 換 算 調 整 勘 定 6,061
新 株 予 約 権 88,793
純 資 産 合 計 5,273,775

資 産 合 計 52,936,860 負 債 純 資 産 合 計 52,936,860
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連 結 損 益 計 算 書
自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月
１
31

日
日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 41,823,444
売 上 原 価 36,157,161
売 上 総 利 益 5,666,282
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,698,025
営 業 利 益 1,968,257
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,073
受 取 保 険 金 2,674
違 約 金 収 入 280
業 務 受 託 収 入 4,625
還 付 加 算 金 36
そ の 他 2,169 12,859

営 業 外 費 用
支 払 利 息 94,047
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 22,540
支 払 手 数 料 30,499
そ の 他 3,906 150,993

経 常 利 益 1,830,123
匿名組合損益分配前税金等調整前当期純利益 1,830,123
匿 名 組 合 損 益 分 配 金 △493
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,830,616
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 513,988
法 人 税 等 調 整 額 △34,726 479,261
当 期 純 利 益 1,351,354
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 39
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,351,394
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連結株主資本等変動計算書
自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月
１
31

日
日

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,245,424 1,145,424 1,366,642 △686 3,756,805
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新株予約権の行使 ) 35,484 35,484 70,968

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 1,351,394 1,351,394

自 己 株 式 の 取 得 △260 △260
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 35,484 35,484 1,351,394 △260 1,422,102
当 期 末 残 高 1,280,909 1,180,909 2,718,036 △947 5,178,907

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 − 560 560 47,916 1,652 3,806,935
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新株予約権の行使 ) 70,968

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 1,351,394

自 己 株 式 の 取 得 △260
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 ) 13 5,500 5,514 40,876 △1,652 44,738

当 期 変 動 額 合 計 13 5,500 5,514 40,876 △1,652 1,466,840
当 期 末 残 高 13 6,061 6,075 88,793 − 5,273,775
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称
クリアルパートナーズ株式会社
CREAL ASIA Pte Ltd
クリアルホテルズ株式会社
ステイシー新大阪合同会社
臼木証券株式会社
なお、連結子会社であった合同会社RLSプロジェクト及び合同会社RLSプロパティ

は匿名組合出資契約が終了したことに伴い支配力がなくなったことから連結の範囲か
ら除外しております。
クリアルホテルズ株式会社及びステイシー新大阪合同会社を新たに設立し、臼木証

券株式会社の株式を取得したことから連結の範囲に含めております。

２ 持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の数 １社
持分法適用関連会社の名称
株式会社ティーエーティー
なお、当連結会計年度において株式会社ティーエーティーの株式を取得したことか

ら、持分法適用の範囲に含めております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、臼木証券株式会社は2025年３月31日をみなし取得日としており、

同日現在の貸借対照表のみを連結しております。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産
販売用不動産、仕掛販売用不動産
個別法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
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貯蔵品
最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物及び構築物については、定額法を採用して
おります。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ８年〜46年
その他 ３年〜15年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 転貸損失引当金
サブリース期間の家賃保証にかかる損失に備えるため、過去の空室率を加味し、将来

の損失見込額を計上しております。
(4) 収益及び費用の計上基準

当社グループは、不動産への投資・資金調達・物件仕入・運用・売却といった不動産投
資運用に係る一連のフローを行っており、個人投資家から機関投資家・超富裕層を顧客と
しております。
不動産の売却は、当社グループが所有する販売用不動産の販売をおこなっており、顧客

との契約に基づき不動産の引き渡しを行う義務を負っております。履行義務は当該物件が
引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しており
ます。
不動産の運用は、投資家が所有する物件の賃貸管理業務、私募ファンドの組成から運用

終了までの管理を行っており、顧客との契約で定められたサービスを提供する義務等を負
っております。履行義務は、一定期間にわたり充足されるものであり、サービスの提供に
応じて収益を認識しております。
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(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の為替換算調整勘定として表示して
おります。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項
控除対象外消費税等の会計処理
販売用不動産に係る控除対象外消費税等は、取得原価に算入しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま
す。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指
針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、こ
れによる連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指
針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、
前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、これによる
前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）
１ 棚卸資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

販売用不動産 30,711,112千円
仕掛販売用不動産 34,923 〃
評価損計上額(売上原価) 11,338 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、販売用不動産等について毎期正味売却価額をもとに評価を行い、期

末における正味売却価額が帳簿価額よりも下落している場合には、当該正味売却価額を
もって貸借対照表価額とし、差額を売上原価として処理しております。
販売用不動産の正味売却価額の算定は、個別物件ごと、販売予定価格と近隣相場の動

向などを調査するとともに、必要に応じ鑑定レポートを取得し慎重に検討しておりま
す。正味売却価額の算定における重要な仮定は、テナント賃料、稼働率及び割引率で
す。
今後の不動産市況や景気等の見通しには不確実性があり、当社グループに不利な状況

が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において簿価の切り下げが必要とな
る可能性があります。

２ 固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 949,292千円
無形固定資産 87,924 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆候）がある資産又は

資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合は、帳簿価額を回収可能額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。
割引前将来キャッシュ・フロー及び回収可能価額の算定は、個別物件ごと、近隣相場

の動向などを調査するとともに、必要に応じ鑑定レポートを取得し慎重に検討しており
ます。割引前将来キャッシュ・フロー及び回収可能価額の算定における重要な仮定は、
テナント賃料、稼働率及び割引率です。
今後の不動産市況や景気等の見通しには不確実性があり、当社グループに不利な状況

が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において減損損失の計上が必要とな
る可能性があります。

2025年05月29日 13時09分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 47 ―

（連結貸借対照表に関する注記）
１ 担保資産に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

現金及び預金 200,011千円
販売用不動産 2,796,489 〃
建物及び構築物 261,074 〃
土地 283,439 〃
関係会社株式 753,283 〃

(2) 担保に係る債務
短期借入金 1,657,500千円
1年内返済予定の長期借入金 130,440 〃
長期借入金 1,367,988 〃

２ 保有目的の変更により販売用不動産548,944千円を有形固定資産に、有形固定資産
456,475千円を販売用不動産にそれぞれ振替えております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１ 発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 5,857,500 165,500 − 6,023,000
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。
新株予約権の権利行使による増加 165,500株

２ 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

2025年５月15日開催の取締役会において、次の通り決議しております。
株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当金の総額 180,683千円
１株当たり配当額 30.00円
基準日 2025年３月31日
効力発生日 2025年６月10日
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３ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない新株予
約権を除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 110,800株

（金融商品に関する注記）
１ 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に事業を行うための資金計画に照らして、必要な資金(主に銀行
借入)を調達しております。余剰資金は安全で流動性の高い普通預金で運用し、短期的
な不動産取引に関する決済資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ取引
は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。長期貸付金は元従業員及びその親族に対するものであり、貸付先の信用リスクに晒
されております。破産更生債権等は、元取引先に対するものであり、契約不履行によっ
てもたらされる信用リスクに晒されております。
借入金は、主に不動産取得に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決

算日後、最長で14年後であります。また、ファイナンス・リース取引に係るリース債
務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権
管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産

の貸借対照表価額により表わされています。
② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握
し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社は、CREAL事業本部からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更

新するとともに、手許流動性の維持により、流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月期の連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
連結貸借対照表

計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 投資有価証券 1,036 1,036 −
(2) 長期貸付金（1年内返済予定を含む） 9,140 6,714 △2,426
(3) 破産更生債権等 40,850 40,850 −

貸倒引当金（*3) △40,850 △40,850 −
− − −

資産計 10,176 7,750 △2,426
(1) 長期借入金（1年内返済予定を含む） 2,726,230 2,720,290 △5,939
(2) リース債務（1年内返済予定を含む） 15,086 14,592 △494

負債計 2,741,316 2,734,882 △6,434
*1. 現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものは、注記を省略しており

ます。
*2. 市場価格のない株式等は上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。
区分 当連結会計年度（千円）

非上場関係会社株式 730,742
*3. 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、レベル
１の時価に分類しております。

2025年05月29日 13時09分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 50 ―

長期貸付金
長期貸付金の時価は、元利金の合計額と、国債の利回りを用いて割引現在価値法により算定しており、

レベル２の時価に分類しております。
破産更生債権

破産更生債権は、回収見込額等に基づいて算定しているため、時価は連結決算日における貸借対照表価
額から貸倒見積額を控除した金額に近似していることから、当該価額を時価としており、レベル３の時価
に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、同様の新規借入を行った場合に想定される利率を用いて割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
当社は、東京都において賃貸収益を得ることを目的として賃貸住宅や賃貸商業施設等を

所有しております。これら賃貸等不動産に関する当連結会計年度末の連結貸借対照表計上
額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

当連結会計年度末の時価
(千円)

賃貸等不動産 873,018 981,000
(注)１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２.当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等
を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（収益認識に関する注記）
１ 収益の分解情報

当社グループは資産運用プラットフォーム事業の単一セグメントであり、顧客との契約
から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

(単位:千円)
ＣＲＥＡＬ 15,644,125
ＣＲＥＡＬ ＰＢ 8,256,021
ＣＲＥＡＬ ＰＲＯ 2,769,747
その他 373,929
顧客との契約から生じる収益 27,043,823
その他の収益 14,779,620
外部顧客への売上高 41,823,444
(注)「その他の収益」には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸収

入、及び「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」
（企業会計基準委員会移管指針第10号）の対象となる不動産（不動産信託受益権含む。）の譲渡等
が含まれております。
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２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４会計方針に

関する事項 (4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の当連結会計年度の期首及び期
末残高は次のとおりです。

(単位:千円)
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期末残高

顧客との契約から生じた債権 28,638 94,780
契約負債 34,789 48,084

契約負債は、主として不動産の売買契約に基づき顧客から受領した手付金等の前受金
です。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれてい

た額は23,485千円であります。

(2)残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額は49,877千円となり、不動産の運用に関す

るものであり、2年以内に収益を認識する予定であります。なお、残存履行義務に配分
した取引価格の注記には、収益認識会計基準第80-22項を適用し当初に予想される契約
期間が１年以内の契約、及び履行義務の充足から生じる収益を適用指針第19項に従っ
て認識している契約を含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産 860円90銭
１株当たり当期純利益 227円23銭

2025年05月29日 13時09分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 52 ―

（重要な後発事象に関する注記）
当社は、2025年５月15日開催の取締役会において、株式分割を行うことについて次のとお

り決議いたしました。
(1)株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様が当社株式
により投資しやすい環境を整え、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ること
を目的としております。

(2)株式分割の概要
基準日を2025年９月30日、効力発生日を2025年10月１日として、同日最終の株主

名簿に記載または記録された株主の所有する当社普通株式を、１株につき５株の割合を
もって分割いたします。

(3)１株当たり情報に及ぼす影響
当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、

以下のとおりであります。
１株当たり純資産 172円18銭
１株当たり当期純利益 45円45銭

（その他の注記）
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2025年05月29日 13時09分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 53 ―

貸 借 対 照 表
2025年３月31日現在

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 48,911,718 流 動 負 債 44,719,266

現 金 及 び 預 金 14,785,197 短 期 借 入 金 2,019,540
預 託 金 2,638,591 １年内返済予定の長期借入金 1,079,494
売 掛 金 68,816 リ ー ス 債 務 4,377
販 売 用 不 動 産 30,711,112 未 払 金 777,001
仕 掛 販 売 用 不 動 産 34,923 未 払 費 用 40,251
貯 蔵 品 426 未 払 法 人 税 等 382,444
前 渡 金 467,140 前 受 金 6,441
前 払 費 用 86,306 前 受 収 益 59,592
そ の 他 119,203 預 り 金 15,037

固 定 資 産 2,561,967 賞 与 引 当 金 187,900
有 形 固 定 資 産 947,717 転 貸 損 失 引 当 金 10,320

建 物 442,036 クラウドファンディング預り金 2,654,008
工 具、 器 具 及 び 備 品 29,505 匿 名 組 合 出 資 預 り 金 37,278,810
土 地 491,412 そ の 他 204,047
リ ー ス 資 産 19,898 固 定 負 債 1,653,919
減 価 償 却 累 計 額 △35,134 長 期 借 入 金 1,626,420

無 形 固 定 資 産 969 リ ー ス 債 務 10,709
ソ フ ト ウ エ ア 969 転 貸 損 失 引 当 金 16,790

投 資 そ の 他 の 資 産 1,613,281 負 債 合 計 46,373,185
関 係 会 社 株 式 1,170,181 （純 資 産 の 部）
出 資 金 47,369 株 主 資 本 5,011,707
長 期 貸 付 金 60,000 資 本 金 1,280,909
長 期 前 払 費 用 30,228 資 本 剰 余 金 1,180,909
繰 延 税 金 資 産 238,905 資 本 準 備 金 1,180,909
破 産 更 生 債 権 等 40,850 利 益 剰 余 金 2,550,835
そ の 他 103,894 利 益 準 備 金 16,102
貸 倒 引 当 金 △78,149 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,534,733

繰 越 利 益 剰 余 金 2,534,733
自 己 株 式 △947

新 株 予 約 権 88,793
純 資 産 合 計 5,100,500

資 産 合 計 51,473,686 負 債 純 資 産 合 計 51,473,686
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損 益 計 算 書
自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月
１
31

日
日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 41,284,164
売 上 原 価 36,079,182
売 上 総 利 益 5,204,982
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,399,056
営 業 利 益 1,805,926
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,025
業 務 受 託 収 入 23,225
違 約 金 収 入 280
そ の 他 2,796 29,326

営 業 外 費 用
支 払 利 息 93,656
支 払 手 数 料 30,499
そ の 他 2,735 126,891

経 常 利 益 1,708,361
税 引 前 当 期 純 利 益 1,708,361
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 493,622
法 人 税 等 調 整 額 △53,634 439,988
当 期 純 利 益 1,268,373
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株主資本等変動計算書
自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月
１
31

日
日

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計
当 期 首 残 高 1,245,424 1,145,424 1,145,424
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新株予約権の行使 ) 35,484 35,484 35,484
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 35,484 35,484 35,484
当 期 末 残 高 1,280,909 1,180,909 1,180,909

（単位：千円）
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 16,102 1,266,360 1,282,462 △686 3,672,625 47,916 3,720,542
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新株予約権の行使 ) 70,968 70,968
当 期 純 利 益 1,268,373 1,268,373 1,268,373 1,268,373
自 己 株 式 の 取 得 △260 △260 △260

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 40,876 40,876
当 期 変 動 額 合 計 − 1,268,373 1,268,373 △260 1,339,081 40,876 1,379,957
当 期 末 残 高 16,102 2,534,733 2,550,835 △947 5,011,707 88,793 5,100,500
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１ 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産及び仕掛販売用不動産
個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

貯蔵品
最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

２ 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物については定額法を採用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８年〜46年
工具、器具及び備品 ３年〜15年

(2) 無形固定資産
定額法を採用しております。自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

３ 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③転貸損失引当金
サブリース期間の家賃保証にかかる損失に備えるため、過去の空室率を加味し、将来

の損失見込額を計上しております。
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４ 収益および費用の計上基準
不動産への投資・資金調達・物件仕入・運用・売却といった不動産投資運用に係る一連

のフローを行っており、個人投資家から機関投資家・超富裕層を顧客としております。
不動産の売却は、当社が所有する販売用不動産の販売をおこなっており、顧客との契約

に基づき不動産の引き渡しを行う義務を負っております。履行義務は当該物件が引き渡さ
れる一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。
不動産の運用は、投資家が所有する物件の賃貸管理業務、私募ファンドの組成から運用

終了までの管理を行っており、顧客との契約で定められたサービスを提供する義務等を負
っております。履行義務は、一定期間にわたり充足されるものであり、サービスの提供に
応じて収益を認識しております。

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
控除対象外消費税等の会計処理
販売用不動産に係る控除対象外消費税等は、取得原価に算入しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っております。なお、これによる計算書類への影響はありませ
ん。

（会計上の見積りに関する注記）
１ 棚卸資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

販売用不動産 30,711,112千円
仕掛販売用不動産 34,923 〃
評価損（売上原価） 11,338 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表(会計上の見積りに関する注記)」の内容と同一であります。
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２ 固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 947,717千円
無形固定資産 969 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表(会計上の見積りに関する注記)」の内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
１ 担保資産に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

現金及び預金 200,011千円
販売用不動産 2,796,489 〃
建物 261,074 〃
土地 283,439 〃
関係会社株式 753,283 〃

(2) 担保に係る債務
短期借入金 1,657,500千円
１年内返済予定の長期借入金 130,440 〃
長期借入金 1,367,988 〃

２ 関係会社との取引高に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 101,696千円
長期金銭債権 60,000 〃
短期金銭債務 5,962 〃

３ 保有目的の変更により販売用不動産548,944千円を有形固定資産に、有形固定資産
456,475千円を販売用不動産にそれぞれ振替えております。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引高
売上高 501,563千円
営業費用 191,216 〃

営業取引以外の取引高 18,980 〃
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 228株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 24,631千円
賞与引当金 57,543 〃
未払金等 56,513 〃
未払事業税 8,752 〃
棚卸資産評価損 10,257 〃
減価償却超過額 14,376 〃
税務上の売上高認識額 13,264 〃
新株予約権 32,038 〃
その他 21,526 〃

繰延税金資産合計 238,905千円
繰延税金資産純額 238,905千円

（関連当事者との取引に関する注記）
(1) 子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連
当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社
クリアルパ
ートナーズ
株式会社

東京都
港区 14,000 不動産の管

理
(所有)
直接
100.0

役員の兼
務及び業
務受託

業務受
託料 17,400 未収入

金 −

(注) 業務受託料については、業務内容を勘案し契約により決定しております。
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(2) 兄弟会社等

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(億円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連
当事者
との関
係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

主 要 株 主
（法 人） が
議決権の過
半数を所有
している会
社（当該会
社の子会社
を含む）

株式会社
SBI新生銀

行
東京都
中央区 1,400 銀行業 − 資金の

借入

資金の
借入 1,182,250

短期借
入金 672,500

資金の
返済 546,450

利息の
支払 5,312 前払

費用 1,055

(注) 資金の借入に係る利息については、市場金利を勘案して決定しております。

（収益認識に関する注記）
「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４ 収益および費用の計上基準」に記載のと

おりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産 832円13銭
１株当たり当期純利益 213円27銭

（重要な後発事象に関する注記）
「連結注記表 （重要な後発事象に関する注記)」に記載のとおりであります。
当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下の

とおりであります。
１株当たり純資産 166円43銭
１株当たり当期純利益 42円65銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2025年5月27日
クリアル株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 理

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鵜 飼 豊 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、クリアル株式会社の2024年４月１

日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、クリアル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年５月27日
クリアル株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 理

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鵜 飼 豊 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、クリアル株式会社の2024年

４月１日から2025年３月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第14期事業年度における取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
において業務及び 財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通 及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第 100 条第 1 項及び第 3 項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第 131 条各 号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。
(３) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2025年５月28日

クリアル株式会社 監査役会

常勤社外監査役 本多 一徳 ㊞

社外監査役 佐藤 知紘 ㊞

社外監査役 広野 清志 ㊞

以上
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株主総会会場ご案内図

東京都千代田区内幸町1-3-1　幸ビルディング15階

TKP新橋カンファレンスセンター　ホール15C

※専用駐車場はありませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

都営三田線をご利用の場合

JR山手線・京浜東北線・
東海道線・横須賀線をご利用の場合

東京メトロ銀座線、都営浅草線を
ご利用の場合

「内幸町駅」A5出口から徒歩1分

「新橋駅」日比谷口から徒歩7分

「新橋駅」7番出口から徒歩7分
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